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多重債務者相談窓口向けアンケート

調査概要：

「多重債務問題改善プログラム」（平成19年4月20日多重債務者対策本部決定）において、
各施策の進捗状況のフォローアップを行うにあたり、「各自治体の対応状況については、定期
的にアンケートを実施して確認する」旨規定。

都道府県、市区町村における多重債務者向け相談窓口の整備状況や相談状況等につい
て把握するため、調査を実施。

調査対象：

47都道府県、1,823市区町村

調査方法：

質問について回答票に記入、提出する形で実施。
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調査期間：

平成19年10月1日～平成20年3月31日

回収結果：

提出自治体数 47都道府県、1,793市区町村（うち、市町村合併による消滅：6町村）

回収率 都道府県 ： 100％、市区町村 ： 98.6％



相談窓口の設置状況について
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Q1. 多重債務者からの相談を受け付ける相談窓口を設置していますか。
（多重債務者からの相談以外も併せて受け付ける相談窓口を設置している場合も含む。）

Q2. Q1の相談窓口は常設されていますか。

はい ： ４７都道府県

はい ： ４７都道府県
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Q3. Q1の相談窓口で多重債務者からの相談に従事する職員は何名ですか。
（多重債務者からの相談を実際に受け付ける（多重債務相談以外の相談を受け付ける場合も含む）職員とし、他
業務と兼務している職員も１名とする。）

相談に従事する職員の多い都道府県

岩手県：30名、宮城県：34名、茨城県：34名、長野県：34名、愛知県：80名、兵庫県：86名

数字は都道府県数
① 嘱託（非常勤）職員

1～4人

5～9人

10人以上

1～4人

5～9人

10人以上

② 常勤の行政（一般）職員

③ 委託先で相談業務に従事する相談員

（相談業務を外部に委託している場合） 1～4人

5～9人

10人以上
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Q4. Q1の相談窓口と、都道府県内の他部署との間で、多重債務問題に関する連携体制を構築してい
ますか。
（自治体の内規等により連携体制が明記されている場合に加え、担当者同士がお互いを認識し連絡できる状態
にあるなど、実質的に連携できる体制がある場合を含む。）

はい ： 40都道府県
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「はい」と答えた都道府県における連携の程度 （複数回答可） 数字は都道府県数

① 公営住宅の家賃回収や税の収納を担当する部署等の他部署

において多重債務者が発見された場合に、多重債務者の相談窓

口へ確実に誘導する体制を確立した。

③ 多重債務者から相談を受けているなかで、生活保護を受けるこ

とが適当と考えられる場合やDVの担当部署を紹介すべきと判断
される場合などに、相談を受けた相談員が当該担当部署へ確実

に誘導する体制を確立した。

② ①の体制を確立するよう準備を進めている。

④ ③の体制を確立するよう準備を進めている。

⑤ Q1の相談窓口の担当部署と都道府県内の他部署との間で、連
絡会議（多重債務問題に関するテーマを扱う会議）を定期的に開

催している。
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Q5. 都道府県内で「多重債務者対策本部（又は協議会）」は設置されましたか。

はい ： ４７都道府県

＜「多重債務者対策本部（又は協議会）」の主な参加メンバー＞

都道府県庁内

福祉・国保・税務・教育・公営住宅関係課、都道府県県警 等

都道府県庁外

弁護士会、司法書士会、日本司法支援センター（法テラス）、

財務局（財務事務所）、金融広報委員会、社会福祉協議会、日本貸金業協会 等
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Q6. 都道府県管内の自治体職員向けに、多重債務者相談に関する研修会を実施しましたか。

はい ： 38都道府県



相談窓口における相談状況について
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Q7. 多重債務者が相談窓口に来訪した場合、主にどのような対応を行っていますか。

相談者に法律専門家等の連絡先のみを教える （下記①～④） ： 19都道府県

相談員自ら法律専門家等の相談のアポイントメントを取る（下記⑤～⑨） ： 27都道府県
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数字は都道府県数

① 相談者に法律専門家等の連絡先を教える。

② ①に加えて、相談カードに相談者の債務状況を整理し、相談者の事

情を聴取する。

③ ②に加えて、４つの債務整理方法を相談者に説明する。

④ ③に加えて、事後的に連絡先を教えた法律専門家等へ連絡し、相談

者の債務整理の状況を確認する。

⑤ 相談員自ら法律専門家等の相談のアポイントメントを取る。

⑧ ⑦に加えて、相談時に家計収支表等を相談者に手交し、簡単な家計

管理指導を行う。

⑦ ⑥に加えて、４つの債務整理方法を相談者に説明する。

⑥ ⑤に加えて、相談カードに相談者の債務状況を整理し、相談者の事

情を聴取する。

⑨ ⑧に加えて、事後的に当該法律専門家等へ連絡し、相談者の債務整

理の状況の確認や、定期的な家計管理状況のフォローアップなどを行う。
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Q8. 平成19年10月1日～平成20年3月31日までの月別の相談件数をお答えください。

10月 １１月 １２月 1月 ２月 3月 合計

Ⅰ.電話のみによる相談件数 3,779 3,826 3,645 3,288 3,202 2,967 20,707

Ⅱ.窓口による相談件数 1,051 1,078 1,599 1,112 1,042 956 6,838

Ⅲ.Ⅰ.Ⅱ.のうち、他部署から紹介
　された相談件数

71 54 43 40 45 35 288

Ⅳ.Ⅰ.Ⅱ.のうち、相談者が他都道
　府県の住民である件数

118 101 91 89 78 233 710

合計 5,019 5,059 5,378 4,529 4,367 4,191 28,543

平成19年下半期の全都道府県への相談件数合計 ： 28,543件
（同期の全市区町村への相談件数合計 ： 51,370件）
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Q8. 平成19年10月1日～平成20年3月31日までの月別の相談件数をお答えください。（続き）

平成19年下半期における各都道府県への相談件数の分布

300件未満

数字は都道府県数

300件以上
500件未満

500件以上
700件未満

700件以上
1,000件未満

1,000件以上
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Q9. 相談者のプロフィールについてお答えください。
（平成19年10月1日～平成20年3月31日までの合計人数）

（注）「相談者」とは、多重債務を抱えている本人を指す。（以下同じ）

(1) 性別

8455人
（40%）

333人（2%）

12396人
（58%）

男性女性

無回答

平成19年下半期における全国の都道府県への相談者の分布
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0.1% 13.3%

23.1%

18.4%

15.4%

8.6%

21.1%

Q9. 相談者のプロフィールについてお答えください。（続き）
（平成19年10月1日～平成20年3月31日までの合計人数）

(2) 年齢層

平成19年下半期における全国の都道府県への相談者の分布

10代：30人 20代：3,194人

30代：5,540人

40代：5,069人

50代：4,412人

60代以上：3, 700人

無回答：2,074人
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8.8%
16.4%

0.6%

6.1%

58.1%

10.0%

Q9. 相談者のプロフィールについてお答えください。（続き）
（平成19年10月1日～平成20年3月31日までの合計人数）

(3) 職業 （分類はPIO-NETの分類（消費生活相談カードの記載項目）に従う）

平成19年下半期における全国の都道府県への相談者の分布

給与所得者：

13,582人

自営・自由業：

2,340人

家事従事者：

1,436人

学生：

130人

無職：

3,842人

無回答：

2,062人
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Q10. 多重債務者からの相談内容についてお答えください。
（平成19年10月1日～平成20年3月31日までの合計人数）

(1) 相談者の抱える借金の状況 （相談の過程で聞き取ることのできた額）

平成19年下半期における全国の都道府県への相談者の分布

13.6%

27.7%

5.7%
11.2%

14.7%

13.3%

13.7%100万円未満：
3,069人

100万円以上200万円未満：
2,992人

200万円以上300万円未満：
3,308人300万円以上

400万円未満：
2,517人

400万円以上
500万円未満：

1,274人

500万円以上：
3,058人

無回答：

6,229人

平成19年下半期における全国の都道府県への相談者の分布
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Q10. 多重債務者からの相談内容についてお答えください。（続き）
（平成19年10月1日～平成20年3月31日までの合計人数）

(2) 相談者の借金をしたきっかけ （複数回答可）

平成19年下半期における全国の都道府県への相談者の分布

7983人1053人

1085人

1290人

1769人

1394人

6575人

0人 1000人 2000人 3000人 4000人 5000人 6000人 7000人 8000人

低収入・収入の減少等
（生活費・教育費等の不足）

商品・サービス購入

ギャンブル・遊興費

事業資金の補填

保証・借金肩代わり

住宅ローン等の借金の返済

その他又は不明
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Q10. 多重債務者からの相談内容についてお答えください。（続き）
（平成19年10月1日～平成20年3月31日までの合計人数）

(3) 相談者1人当たりの延べ相談時間

平成19年下半期における全国の都道府県への相談者の分布

447人

880人

1187人

5089人 12771人

0人 2000人 4000人 6000人 8000人 10000人 12000人 14000人

30分未満

30分以上1時間未満

1時間以上1時間半未満

1時間半以上2時間未満

2時間以上
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